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特集 平成18年社会生活基本調査を迎えて

１ はじめに

仕事と生活のバランス（ワーク・ライフ・バラ

ンス）という考え方に関心が集まり、本や講演会

など、様々な形でこのような考え方について議論

されている。日本において長時間労働が問題視さ

れて久しいが、このような関心は労働者の生活改

善の観点から盛んになったとは言えない。むしろ、

少子化という事態に陥ったために、仕事と子育て

を両立しやすい社会をめざし、少子化に歯止めを

かけようとする意図のもとにあると言っても過言

ではない。

そこで、本論では、仕事と生活に関する時間配

分に関して、時系列で男女間の比較を行い、さら

にライフステージ、共働きか否かによる仕事と家

事・育児の時間配分の違いを比較する。

２ 仕事に偏った日本の男性

時間は万人に平等な資源であるが、その配分が

表１ 育児期��の夫婦の育児、家事、仕事時間

注１） 日本の集計世帯は６歳未満の子どもがいる夫婦世帯、アメリカは６歳未満子どもがいる

世帯（母子世帯・父子世帯含む）、その他は６歳以下の子どもがいるカップル世帯。

２） 家事時間には子育て以外のケア（介護・看護）が含まれている。

データ出所 日本：総務省統計局「社会生活基本調査」（平成13年）

アメリカ：Bureau of Labor Stat ist ics, American T ime Use Survey

その他の国：Institu te for Social & Economic Research, Mult inat ional T ime Use Study
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問題であり、他国と比べて日本の男性の長時間労

働や家事時間や育児時間の短さは、しばしば問題

視されてきた。

例えば、就学前の子どもがいる男性の１日の育

児時間はフランスで約40分、アメリカ、ドイツ、

スウェーデン、イギリスでは１時間を超えている

（表１）。一方、日本の６歳未満の子どもがいる夫

婦と子からなる世帯の男性の育児時間は、25分に

すぎない。加えて、日本の男性の家事関連時間は、

さらに少ない。スウェーデンの男性の家事時間は

132分、フランスでは108分にのぼるが、日本男性

は24分にすぎない。

一方、日本男性の通勤時間を含む仕事関連時間

は514分であるのに対して、イギリスの372分、ア

メリカ338分、フランス329分、スウェーデン317分、

ドイツ304分と、約１時間の幅はあるが、表１に示

した日本以外の国では300分台である。明らかに日

本の男性は仕事と生活のバランスに関して仕事に

偏っている。

女性に目を転じると、日本の有業女性の仕事関

連時間237分、家事関連時間は228分、育児時間は

112分であり、アメリカの有業女性の仕事関連時間

251分、家事関連時間201分、育児時間131分と比べ

ると、類似した時間配分のように見える。日米の

無業女性を比較すると、日本では家事関連時間302

分、育児時間218分、アメリカではそれぞれ276分、

172分で、日本の無業女性の方がいずれもやや長い。

有業無業の別のないドイツ、フランス、スウェー

デン、イギリスの数値と比べると、日本の有業女

性の方が仕事関連時間は長く、無業女性の家事関

連時間、育児時間は長く、仕事、家事、育児の総

計時間の長さは日本女性において顕著である。

３ 男女の仕事と生活のバランス

次に、1981年から2001年までの20年間の変遷に

ついて見てみよう。図１～図４は就学前の子ども

の有無などにかかわらず、性、職の有無の別によ

る仕事・学業時間（通勤・通学時間を含む）、家事

・育児・介護時間、３次活動といわれるテレビ・

趣味・スポーツなどの時間配分の変遷を図示した

ものである。学業は仕事とは異なる分類にくくる

方が望ましいが、ここでは便宜的にまとめている。

有職女性を見ると、1981年には仕事・学業時間

が388分であったのに対し、2001年では331分に減

少している（図１）。家事・育児・介護時間は180

分程度でほとんど変化はなく、仕事・学業時間が

減少した分、主にテレビ・趣味・スポーツなどの

時間が増加している。

無職女性では、仕事・学業時間が1981年の86分

から減少し52分へ、家事・育児・介護時間も296分

から276分へと20分ほど減少している（図２）。有

職女性と同じように、減少した分は主にテレビ・

趣味・スポーツなどの時間が増加している。

有職男性の仕事・学業時間は、1981年の494分か

ら2001年の462分まで減少している（図３）。この

32分の減少は、家事・育児・介護時間を僅かに増

加させたのかもしれない。僅かであるが1981年の

12分から27分に増加した。また、女性と同様に、

この間にはテレビ・趣味・スポーツなどの時間が

増加している。

無職男性の仕事・学業時間はこの20年間に激減

している。1981年には243分であったが、2001年に

は121分となっている（図４）。おそらくは無職男

性の中に占める学生の割合が低下したことによる

と思われる。そのかわりに家事・育児・介護時間、

テレビ・趣味・スポーツなどの時間が増加してい

る。

有職男性と有職女性を比較すると、有職男性は

仕事時間が非常に長く、その他の生活に配分する

時間は短い。仕事・学業と家事・育児・介護時間
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の総計でみれば、1981年から2001年まで有職男性

は500分程度であり、有職女性のそれは1981年には

573分、2001年には仕事・学業時間の短縮により

511分に減少している。どの程度の配分をバランス

がとれているとするのかを決めることは難しいが、

有職男性の仕事時間を減らして家事・育児・介護

時間を増やすこと、つまりは夫による家事・育児

・介護の分担を増やすことで、有職女性の家事・

育児・介護時間を減少させることが、有職男性に

とっても有職女性にとっても、仕事と生活のバラ

図２ 仕事と生活の配分（無職女性）

図１ 仕事と生活の配分（有職女性）
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ンスをとることにつながるだろう。

無職の場合は、当然のことながら、仕事ではな

く、生活に時間のほとんどを配分しているが、そ

の内訳は大きく異なる。そして、この無職女性に

は育児期にある女性が多く含まれ、無職男性には

退職後の男性が多く含まれているので、両者を単

純に比較することは困難であるが、無職女性の家

事・育児・介護時間が非常に長いのに対して、無

職男性の家事・育児・介護時間は極端に短い。こ

のような傾向は高齢者に限った集計でもほぼ同じ

図３ 仕事と生活の配分（有職男性）

図４ 仕事と生活の配分（無職男性）
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ことが言える。

日本の社会では、特定のグループが特定の活動

に時間を費やしていることが多い。つまり仕事と

生活のバランスに関して社会的に関心は及んでい

るものの、バランスをとる構造にはなっていない

のが実情である。仕事と生活のバランスは、社会

に属するメンバー間の時間配分関係に依存してい

るために、個人の選択ではなく、政府、企業など

社会システム全体での取り組みが必要である。

さらに、無職男女のケースのように、生活の中

にもバランスが必要であり、それは家庭内の他の

メンバーとの配分関係に依存している。従って、

社会システム全体での生活時間の配分の改善に関

する取り組みと、個々の家庭内の配分の改善の両

面が必要である。

４ 家庭内での時間の配分

ここでは、家庭内メンバー間の時間の配分につ

いて考えてみよう。表２は、夫婦と子からなる世

帯に関して、平日と日曜の夫と妻の仕事、家事、

育児時間と行動者率を、共働きか否か、末子の年

齢別に比較したものである。共働き家族など日々

の生活に忙しい場合には、同時に複数の行動を行

うことから、ここでは主行動と同時行動を合わせ

た数値を用いている。従って、表１の数値とは若

干異なっている。

まず、平日の夫妻の様子を見ると、共働きの妻

の仕事関連時間が片働きの妻、つまり無職の妻よ

り長いのは当然であるが、夫に関しても共働きの

方が片働きよりも仕事関連時間が長い。

平日の共働きの夫は全体で仕事関連時間は622

分であるのに対して、片働きの夫は593分である。

末子が３歳未満に限っても、共働きの夫の仕事関

連時間は707分であるのに対して、片働きの夫は

617分である。

さらに日曜においても同様の傾向がみられ、共

働きの夫の日曜の仕事関連時間は206分、片働きの

夫は124分である。日曜日に働いている割合は、共

働きの夫では40.1％（行動者率）であるのに対し、

片働きの夫では30.8％にとどまっている。

共働きの方が片働きよりも、夫婦合わせての仕

事関連時間が長いこともふまえて、家事関連時間

や育児時間について見てみよう。平日の夫の家事

の行動者率は共働きの方が高く27.1％である。末

子が３歳未満の場合、30.1％、６歳未満の場合

22.7％となっている。一方、片働きでは、全体で

20.2％、末子が３歳未満の場合16.5％、６歳未満

の場合16.6％であり、片働きの方が低い。

育児に関しては、逆の傾向にある。末子年齢共

働きの夫の行動者率は、３歳未満の場合36.2％、

６歳未満で34.3％であるのに対し、片働きではそ

れぞれ48.2％、43.6％とやや高い。

加えて、家事関連時間も育児時間も片働きの夫

の方が長いのである。つまり、共働きの夫は妻が

働いているために片働きの夫よりも家事や育児の

ニーズがせまられているにもかかわらず、仕事関

連時間が長いために、家事や育児に十分な時間を

配分できないでいると考えられる。

日曜についても平日と同じような傾向がみられ

る。行動者率も、片働きの夫の方が高く、家事関

連時間や育児時間も片働きの夫の方が共働きの夫

よりも長い。これは日曜でも共働きの夫の方が仕

事の行動者率が高く、仕事関連時間が長いことと

関連しているだろう。

妻について見てみよう。共働きの妻の平日の育

児の行動者率は、末子年齢３歳未満で67.5％、６

歳未満82.5％、６～９歳47.7％、10～14歳10.2％

であるのに対して、片働きの妻は、それぞれ98.7％、

97.3％、51.1％、19.6％と、末子年齢のどの段階

でも高い割合を示している。子どもの世話は、乳
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表２ 仕事、家事、育児時間と行動者率（主行動＋同時行動）
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幼児期のみならず、小学校高学年から中学生まで

の「教育する親」の役割が重要視されてくると学

齢期にある子どもの世話にも時間をかけるように

なる。その意味からも、片働きの妻は、共働きの

妻よりも子育てに十分に時間をかけていることが

推測される。

日曜日についてもほぼ同様である。共働きの妻

は、片働きの妻に比べると家事関連時間、育児時

間ともに僅かに少ない。

共働きでは夫、妻ともに仕事関連時間が多く、

生活、特に家事や育児に配分する時間を持ってい

ないことが明らかである。

５ おわりに

以上のように、仕事と生活のバランスという考

え方に沿って、男女の時間配分について見てきた。

仕事と生活に関する時間配分に関して、時系列で

見ると、仕事関連時間は男女ともにやや減少して

いるものの、とりわけ男性の仕事関連時間は他国

と比べて長時間に及んでいると言えるだろう。

特に、共働きでは妻のみならず、夫の仕事関連

時間も長く、生活に配分する時間、特に家事や育

児に配分する時間が失われている。

仕事と生活のバランスは、社会システム全体で

の生活時間の配分の改善に関する取り組みと、

個々の家庭内の配分の改善の両面が必要である。

共働きの方が夫、妻双方の仕事関連時間が長く、

家庭内メンバーで配分しようにも、配分できない

状況が垣間見られたことから、家庭内メンバー間

の調整では、時間配分は不十分であり、社会に属

するメンバー間の調整が最も重要であることが明

らかである。

仕事と生活のバランスに関心が集まり、また、

昨年は次世代育成支援対策推進法が施行された。

今後、政府、自治体、企業を含め、働くことをど

のように変化させてきたか、とくに仕事関連時間

をどの程度することができたか、今年実施される

社会生活基本調査の結果を待つのみである。

（ながい あきこ・東京大学社会科学研究所助教授）
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